
介護レセプト情報等を元に、圏域単位での高齢化率、要介護認定率、介
護サービスの利用状況など、各圏域の地域特性について客観的に把握・
分析を行い、施策検討の基礎とする。

４ 個人情報ファイルの利用
目的

５ 記録項目

６ 記録範囲
(1)横浜市の介護保険被保険者　(2)横浜市民　(3)横浜市民のうち、国
民健康保険及び後期高齢者医療制度の被保険者

〇介護レセプトデータ（給付実績・受給者台帳）
識別用ハッシュ値、生年月、性別、年齢、証記載保険者番号、公費負担
者番号、要介護状態区分及びその判定の基礎となる情報（認知症高齢者
日常生活自立度、認定調査員基本調査74項目、要介護認定等基準時間、
主治医意見書回答項目など）、認定有効期間、請求明細内容（サービス
提供年月、サービス種類コード、日数・回数、サービス単位数など）、
その他介護レセプトに含まれるもの、日常生活圏域コード

〇住民基本台帳抽出情報
コード化された住所（区コード・町コード・字コード・番地・番・
号）、方書、世帯コード、生年月、性別コード

〇介護保健資格・賦課情報
識別用ハッシュ値、性別、生年月、市資格喪失届出日、市資格喪失日、
市資格喪失事由、市資格取得日、市資格取得事由、介護保険保険料段
階、圏域情報

〇国民健康保険資格者情報
識別用ハッシュ値、性別、生年月、国保取得年月日、国保喪失年月日、
国保取得事由、国保喪失事由、国保変更年月日、国保変更事由、後期取
得事由、後期取得年月日、後期喪失年月日、介護資格取得年月日、介護
資格喪失年月日、圏域情報

〇後期高齢者医療保険資格者情報
識別用ハッシュ値、性別、生年月、国保取得年月日、国保喪失年月日、
国保取得事由、国保喪失事由、国保変更年月日、国保変更事由、後期取
得事由、後期取得年月日、後期喪失年月日、介護資格取得年月日、介護
資格喪失年月日、圏域情報

７ 記録情報の収集方法

(1)健康福祉局介護保険課から、氏名削除等特定個人の識別性を低減処
理したうえで、介護レセプトデータ及び要介護認定情報を収集
(2)市民局窓口サービス課から、依頼文により所定の項目につき住民基
本台帳から抽出した情報を取集
(3)健康福祉局保険年金課から、氏名削除等特定個人の識別性を低減処
理したうえで、資格者情報を収集
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登録番号

健康福祉局地域包括ケア推進課

３ 事務所管課等の名称
健康福祉局地域包括ケア推進課、高齢健康福祉課、高齢在宅支援課、保
険年金課

横浜市個人情報ファイル簿

１ 個人情報ファイルの名称 「圏域レベルデータ分析システム」ファイル

２ 届出担当課等の名称



■ 有　　　□ 無

■ 電算処理ファイル
（マニュアル処理ファイル（紙ファイル）の有無 □ 有 ■ 無 ）
□ マニュアル処理ファイル（紙ファイル）のみ

健康福祉局地域包括ケア推進課

横浜市中区本町6-50-10

（Ａ４）

17 作成された行政機関等匿名
加工情報に関する提案をするこ
とができる期間

所在地

18 備考

16 作成された行政機関等匿
名加工情報に関する提案を
受ける組織の名称及び所在
地

名称

11 訂正及び利用停止に関す
る他の法令の規定による特
別の手続等

12 個人情報ファイルの種別

13 行政機関等匿名加工情報
の提案を募集する個人情報
ファイルである旨

■ 該当 □ 非該当

14 行政機関等匿名加工情報
の提案を受ける組織の名称
及び所在地

名称

所在地

15 行政機関等匿名加工情報
の概要

９ 記録情報の経常的提供先 産業医科大学、日本老年学的評価研究機構（JAGES）

10 開示請求等を受理する組
織の名称及び所在地

市民局市民情報課（市民情報センター）又は各区役所区政推進課広報相
談係

８ 要配慮個人情報の有無
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